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【修士論文概要書】 
 
1. はじめに 
 日本では 2012年 10月に地球温暖化対策のための税、いわゆる環境税が導入された。環
境税とは地球温暖化対策のための経済的な手法である。これは石油や石炭などのエネルギ
ーに対して課税を行うことで、需要量を減少させるものである。 
環境税の有効性については以前、日本経済団体連合会などが批判したが、彼らの意見
はエネルギーの価格弾力性の推定を行っておらず、その根拠はない。価格弾力性とは価格
が 1%上昇したときの需要の変化率である。この価格弾力性が有意に負の値を示せば環境
税は効果があるといえる。よって本論では、環境税の課税対象であるガソリンと産業向け
電力の価格弾力性を対象に推定を行い、環境税の有効性を明らかにする。 
またシグナリング効果の観点からも環境税の有効性を明らかにする。シグナリング効
果とはある製品の価格について、市場動向による価格上昇と税による価格の上昇を比べた
場合、税による価格の上昇のほうがより需要を減少させるというものである。シグナリン
グ効果について、日本を対象にした先行研究は、筆者が確認した限りではいまだ行われて
いない。もし日本でシグナリング効果が証明されれば、環境税の有効性に関する強い論拠
になる。この点についてガソリンを対象に実証する。 
 
2. 価格弾力性を用いた環境税の有効性の実証 
 まず本論ではガソリンと電力について、価格弾力性の推定を行っている先行研究のサー
ベイを行った。その結果、ガソリン価格弾力性と電力価格弾力性ともに全ての先行研究で
有意に負の値を示していた。けれども時系列データを用いる際に注意すべきこととされる、
変数の非定常性を考慮した推定はほとんどなかった。もし推定に用いた変数が非定常であ
った場合、みせかけの回帰が発生し、誤って有意な結果を得られてしまうという問題が発
生する。また唯一、変数の非定常性を考慮した推定を行った島田(2012)も、共和分検定に
おいて共和分関係が 1つと仮定をして行うべき検定である Engle and Grangerの共和分検
定を用いてながら、2つの共和分関係が存在するとして推論を進めるという、手続き上の
誤りが見られる。よって本論では変数の非定常性を考慮した価格弾力性の推定を行う。用
いた推定式は以下の対数線形型の需要関数である。 
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(1) 
  
 
(2) 
  
はガソリン需要(1000kl)、 は実質ガソリン価格(円/l)、 は実質 GDP(10億円)、
は冷房度日(度日)、 は電力需要(MWh)、 は実質電力価格(MWh)、 は実質
GDP(10億円)、 は石油製品価格指数(2000年=100)、 は冷房度日(度日)である。方程
式(1)はガソリンの需要関数を表し、方程式(2)が産業向け電力需要を表す。方程式(1)で用
いるデータの推定期間は 1975年から 2010年までであり、方程式(2)で用いるデータの推
定期間は 1980年から 2010年までである。そしてそれぞれの係数 が価格弾力性にあたる。 
方程式(1)と(2)の変数は定常であるのか確認するために、ADF(Augmented Dickey and 
Fuller test)の単位根検定を行った。その結果、全ての変数が I(1)の非定常性を示した。よ
ってこれらの変数を推定に用いると、みせかけの回帰が発生する。けれども推定式の変数
が全て I(1)である場合、共和分関係が存在する可能性があり、ECMあるいは VECMを用
いて価格弾力性の推定を行うことができる。よってまず、Engle and Grangerの共和分検定
を行った。けれども検定の結果、ガソリンと電力ともに共和分関係は認められなかった。
次に Johansenの共和分検定を行った。その結果、ガソリンについては 1個あるいは 2個
の共和分関係があり、電力については共和分関係が 3個成り立つことを示した。よって
VECMによる推定を行ったが、推定結果の解釈が難しく、解釈できる推定結果を得るこ
とができなかった。けれども倉見(2012)は Johansenの共和分検定よって共和分関係が確認
された方程式である場合、推定結果は意味のある評価を行うことができるとしている。よ
って彼に従ってそのままの形の式で方程式(1)と(2)について推定を行った。その結果、ガ
ソリンの価格弾力性は有意な結果を得ることができなかったが、産業向け電力価格弾力性
は-0.32であり有意水準 5%で有意であった。ガソリンの価格弾力性が有意な結果を得られ
なかった理由は、ガソリン需要の構造変化が起こったと考えられる。けれども本来は
VECMによる推定が必要である。よってそのままの形の式で得られた推定結果は注意さ
れたい。これらの結果から年次データを用いた推定は、満足できる推定結果を得ることが
できなかった。 
次に 2009年 1月から 2014年 7月までの月次データを用いて、新たにガソリン価格弾力
性の推定を行った。ただし、電力について月次データを得られることができなかったため、
今回は電力の推定は行わない。推定式は以下の通りである。 
 
 
(3) 
 
はガソリン需要(1000kg)、 は実質ガソリン価格(円/l)、 は景気動向指数
(2008年=100)、 は冷房度日(度日)である。まずこれらに単位根検定を行った。その結
果、全ての変数が I(1)で非定常性を示した。そこで次に Engle and Grangerの共和分検定を
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行った。その結果、共和分関係が示された。よってこの場合は ECMを用いて推定行う。
方程式(3)に以下の方程式を加える。 
 
 
(4) 
 
は方程式(3)の残差であり、誤差修正項と呼ばれている。方程式(3)の が ECMにお
いての価格弾力性にあたる。方程式(3)と(4)を用いてガソリン価格弾力性の推定を行った。
その結果、ガソリン価格弾力性は-0.39を示し、有意水準 1%で有意であった。価格弾力性
が有意に負の値を示したことによって、環境税は需要量を減らす効果があると考えられる。 
 
3. シグナリング効果を用いた環境税の有効性の実証 
 シグナリング効果に関する 3つの先行研究についてサーベイを行った。それらの先行研
究から、対数線形型の需要関数で小売価格を税要素と税抜き価格に分けると、変わらない
はずの税要素も変わってしまい、複雑な解釈になってしまうことが分かった。よって線形
型の需要関数を用いて日本でのガソリンに対するシグナリング効果の推定を行う。推定式
は以下の通りである。 
 
 
(5) 
 
はガソリン需要(1000kl)、 は実質 GDP(10億円)、 は税抜き実質ガソリン価 
(円/l)、 は実質税価格(円/l)、 は冷房度日(度日)、 は前期ガソリン需要(1000kl)で
ある。用いるデータは 1965年から 2012年までの年次データである。もし税価格の係数が
税抜きガソリン価格の係数より負に大きければ、シグナリング効果があるといえる。そし
てそのシグナリング効果が有意かどうかを確かめるためには、税価格と税抜きガソリン価
格の差が有意であるか確かめればよい。方程式(5)を少し変形させた以下の方程式でシグ
ナリング効果の有意性を確かめる。 
 
 
(6) 
 
方程式(6)の の係数が負の値で有意であれば、シグナリング効果の有意性を確認できる。
よって方程式(5)と(6)を用いてシグナリング効果の推定を行った。方程式(5)の推定結果よ
り、実質税抜きガソリン価格の が-27.22619、実質税価格の係数 が-51.50817 であった。
よって税価格は税抜きガソリン価格より 1.9倍(-51.50817÷-27.22619)需要を減少させる効
果があることが示された。方程式(6)より税価格と税抜きガソリン価格の差を表した
は負の値を示したが、p値が有意水準 10%でも有意ではなかった。けれども
の標準誤差は 19.57153であり、係数の絶対値のほうが大きい。また推定期間を
変えても は有意とはならないが、一貫して負の値を取ることが確かめられている。
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よって税価格は税抜きガソリン価格よりも需要を減少させる効果が大きいと考えられる。
この結果から、日本でのガソリンに対するシグナリング効果があるといえる。 
 
4. 結論 
 本論はまず価格弾力性を用いて、環境税の有効性を明らかにした。ガソリンと電力の価
格弾力性について先行研究をサーベイした結果、全論文の価格弾力性は有意に負の値を示
していた。けれども先行研究の中で変数の非定常性を適切に考慮したものはなかった。そ
こで本論は変数の非定常性を考慮した価格弾力性の推定を行った。年次データと VECM
を用いたガソリンと電力の価格弾力性の推定は、推定結果の解釈が難しく、解釈できる推
定結果を得ることができなかった。そこで次に月次データと ECMを用いてガソリンの価
格弾力性の推定を行った。その結果、ガソリンの価格弾力性は-0.39を示し、有意水準 1%
で有意であったため、環境税の有効性を示すことができた。 
またシグナリング効果を用いて、環境税の有効性を明らかにした。日本ではガソリン
税が税抜き価格より需要を減らす効果があるかどうか推定を行った。対数線形型の需要関
数を用いて推定を行うことは問題点があるため、線形のガソリン需要関数を用いて推定を
行った。その結果、ガソリン税は税抜き価格より需要を減らす効果が 1.9倍大きいことを
確認することができた。また税抜き価格とガソリン税の係数の差がゼロであるという帰無
仮説は棄却できなったが、税抜き価格よりガソリン税のほうが需要を減少させると考えら
れる結果が得られた。よって日本でのシグナリング効果があると考えられる。以上から環
境税は地球温暖化対策として有効であると結論付けられる。 
 
